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1．は じ め に
2000年３月31日に噴火した有珠山では火山噴
火・防災の専門家と地元自治体など関係機関の連携
が密接であったこと，火山活動を的確に予知するこ
とができたこと，行政が危険に対して速やかな対応
をしたこと等によって人的被害は発生しなかった。
しかしながら有史以来，火山噴火は多くの生命を
奪ってきたから今回の有珠山噴火のように人的な被
害が回避されたことは稀な事例といえる。その意味
で危険な状況の下で住民がどのように考え，どのよ
うな行動をとったのかということについての経験は
地域防災計画の立案に資するものと考えられる。
地域防災計画においては避難誘導など緊急事態が発
生した際に住民の意識と行政の対応に不一致が生
じ，重大な問題となるおそれがあることから，住民
が過去において危険を経験しているかどうか，ある
いは日頃から危険に対してどのように考えているか
といった過去の経験，知識が大きく関係しているも
のと考えられる。したがって認知の相違を考慮した
地域防災計画を立案することが必要である。本研究
は2000年の有珠山噴火を事例に住民に対する経験，
知識がどのようなものであるかを把握することを目
的に虻田町の住民に対して実施したアンケート調査
の結果を報告するものである。
2．研究地域の概要および研究方法
2-1 研究の対象地域
本研究は，2000年の噴火により多くの被害が発生
した有珠山周辺の伊達市，虻田町，壮瞥町の３市町
を対象地域とし，今年度はそのなかの虻田町を対象
とした。虻田町は図１に示したように北海道の道央
部に位置している。東西9.7km，南北13.7kmで面
積は66.85km?である。2002年３月現在，人口は
9,768人，4,447世帯である。産業形態は，農業
4.4％，漁業3.3％，製造業8.3％，サービス業が
39.7％となっている。
虻田町は有珠山との，位置関係からみると洞爺湖
に面した洞爺湖温泉町と，内浦湾（太平洋）側の入
江，高砂，本町のふたつに大きく区分できる。洞爺
湖温泉町は1929（昭和４）年にはじめて万世閣が開
業し，現在では宿泊施設が19あり，収容人数は
5,083人となっている。年間観光客は1999年度で
3,551,781人あったが，噴火後の2003年度（１月
～３月を除く）には2,929,000人となっている。
図２のハザードマップ上に線で囲まれた地域が虻
田町である。この図で示されるように火山噴火に
よって大きな影響を受ける可能性がある。
2-2 研究方法
有珠山は20世紀においてほぼ定期的（1910年，44
年，77年，2000年と，20～30年毎）に４回の噴火を
繰り返してきた。そのため，1995年には周辺５市町
村が共同で火山防災マップ（ハザードマップ）を作
成し，住民に配布していた。
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図1 研究対象地域
さまざまな自然災害に対して予測される被害地域
を予め住民に知らせることが求められているが，被
害予測を地元自治体が配布することは住民の不安を
いたずらに煽るおそれがあること，観光客への影響
が懸念されることから情報の配布に対しては否定的
な自治体もある。また，災害発生による被害に対す
る危険性を住民がどのようにとらえているのか，あ
るいは実際の災害時にハザードマップがどの程度利
用されたかについては，十分に追跡されていない。
本研究ではその点に着目し，実際に被害が発生する
なかで市民がハザードマップをどのように活用した
のかを調査し，さらに回答者の位置情報をもとに地
域的な認知の差について解析することとした。有珠
山の噴火に伴う被害に対する認知を明らかにするた
め，住民に対するアンケート調査を実施した。
虻田町内には有珠山の噴火後，立ち入り禁止区域
が残されていることから噴火以前と住所を変更した
住民も多い。今回のアンケート調査では回答者の地
域的な違いを明らかにするため，地理的にランダム
になるような配布方法について検討を行った。その
結果，2000年４月の時点において全町には25の自
治会があり，3,847戸が加盟していることから，自治
会単位でアンケートを回収できれば，地域的な意
識・行動の差異をみることができると仮定した。
洞爺湖に面した温泉地区は８つの自治会がある。
太平洋岸の本町，高砂地区には８つの自治会がある。
それぞれの自治会には下部組織として「班」がある。
さらに全町の平均で自治会の１班あたりおよそ24
戸であることに注目した。自治会および班は全町に
分散されて存在することから班長にアンケート票を
配布・解答してもらうことにより，地域的に均質に
配布することが可能である。さらにアンケートの回
答用紙には住所を記載してもらうことにより，住宅
地図および GPSによる現地調査によって回答者の
居住場所の特定を行うことができる。
それぞれの自治会長の住所氏名については虻田町
および自治会連合会会長に本研究の趣旨をご説明し
て，名簿の提供を受けた。さらにそれぞれの自治会
長にアンケート調査の趣旨を説明し，班長の連絡先
をお聞きした。連絡先の住所氏名は個人情報に属す
るため自治会長から班長の連絡先を示していただけ
ない場合は自治会長宛に班長分のアンケート票をお
送りし，配布いただくよう協力をお願いした。すべ
ての自治会長に電話でお願いをし，さらに説明が必
要な場合は直接説明に伺った。その結果，すべての
自治会長からアンケートを班長へ配布することに対
して快諾していただいた。しかしながら，噴火後の
自治会組織の改編，転居などによって配布数は233
にとどまった。宛先不明で返送されたのは11通あ
り，配布実数は222通である。
2-3 アンケートの構成および配布
アンケートの構成は表１の通りである。
アンケート項目は①火山防災マップ（ハザード
マップ）に関する設問，②噴火経験について，③現
在の有珠山に対する危険性の認知について，④将来
の有珠山の噴火について，⑤属性の５つに大別され
る。アンケートは，噴火経験と有珠山の噴火に対す
る認知がどのように関連しているかということと，
ハザードマップに対する認知の関わりを明らかにす
るように質問を構成している。
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図 2 ハザードマップ上の本研究対象地域
(2000年版ハザードマップに加筆)
表1 アンケートの構成
項 目 質問内容
有珠山火山防災マップ
について
①存在の認識
②活用の有無
噴火経験 ＊１ ①過去の噴火の経験
②被害の種類
2000年噴火について ①生活への影響
②危険に対する認知
③避難指示等の受け方
④避難指示時の対応
現在の有珠山について ①危険に対する認知
②災害の種類の認知
③今後の噴火予想
回答者の属性 ＊２ 省略
＊１ 1977年，2000年に分けて質問
＊２ 個人情報に関連すると思われる部分については十分に配慮
した
2-4 回収状況および回答者の属性
今回の調査では，前述のように自治会組織を通じ
て虻田町内の住宅の集まっている地域に対して重点
的にアンケート表を送付した。その結果，アンケー
ト表の回収は149通であった。地域的には主に洞爺
湖温泉町（以下，「温泉町」）とそれ以外の地域（以
下，「温泉町以外」）に大別される。温泉町は有珠山
のふもとの洞爺湖に面した地域で，観光産業を主と
した地域である。温泉町以外は町内各地に点在して
いるが，今回のアンケート調査では主に太平洋に面
した本町などの地域が中心となっている。
温泉町は31通，温泉町以外は118通の回答があっ
た。有効回答数は149通（回収率；64.8％）であっ
た。回答者の性別は，温泉町は男性からの回答が
83.9％，温泉町以外は81.0％であった。年齢は60歳
以上の方が，温泉町は64.5％，温泉町以外が72.4％
であったが，温泉町では44歳以下の方からの回答は
無かったが，温泉町以外では5.2％あった。職業につ
いてはそれぞれの地域で最も多かったのは温泉町で
41.8％が自営業，温泉町以外では44.8％が無職で
あった。自宅の家屋形状については一戸建てとの回
答は温泉町が74.2％，温泉町以外が85.3％であっ
た。このように虻田町における温泉町と温泉町以外
では回答者の属性については性別，年齢あるいは居
住年数などから共通点がみられることから，アン
ケート結果をこの地域の回答差について Pearson
のχ?による検定を行ったところ，有意確率は0.143
であったことから地域的に比較することは可能であ
ると判断した。
回答者の住所をもとに住宅地図により位置を特定
するとともに，ハンディタイプの GPS（汎地球測位
システム）を用いた現地調査によって回答者の自宅
位置を特定した。その結果は図３に示すとおりであ
る。回答者の多くは洞爺湖に面した温泉町と，太平
洋岸の本町・入江地区に集中している。
3．アンケートの解析
次に回収されたアンケートの解析について述べ
る。
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表2 回答者の性別
性 別
男性 女性 合計
地域 温泉町以外 度数 94 22 116
地域 の ％ 81.0％ 19.0％ 100.0％
洞爺湖温泉町 度数 26 5 31
地域 の ％ 83.9％ 16.1％ 100.0％
合計 度数 120 27 147
地域 の ％ 81.6％ 18.4％ 100.0％
表3 回答者の年齢
年 齢
25－29 35－39 40－44 45－49 50－54 55－59 60－ 合計
地域 温泉町以外 度数 1 4 1 9 10 7 84 116
地域 の ％ ９％ 3.4％ ９％ 7.8％ 8.6％ 6.0％ 72.4％ 100.0％
洞爺湖温泉町 度数 0 0 0 4 3 4 20 31
地域 の ％ 12.9％ 9.7％ 12.9％ 64.5％ 100.0％
合計 度数 1 4 1 13 13 11 104 147
地域 の ％ ７％ 2.7％ ７％ 8.8％ 8.8％ 7.5％ 70.7％ 100.0％
表4 回答者の現在地の居住年数
現在の場所の居住年数
same －10 11－20 21－30 31－40 41－50 51－60 合計
地域 温泉町以外 度数 21 24 19 28 13 7 4 116
地域 の ％ 18.1％ 20.7％ 16.4％ 24.1％ 11.2％ 6.0％ 3.4％ 100.0％
洞爺湖温泉町 度数 6 1 4 4 6 8 2 31
地域 の ％ 19.4％ 3.2％ 12.9％ 12.9％ 19.4％ 25.8％ 6.5％ 100.0％
合計 度数 27 25 23 32 19 15 6 147
地域 の ％ 18.4％ 17.0％ 15.6％ 21.8％ 12.9％ 10.2％ 4.1％ 100.0％
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3-1 回答者の噴火に対する経験
有珠山噴火の経験についてはほとんどの回答者が
経験しているが，1977年と2000年の両方を経験し
ている住民は，温泉町で64.5％，温泉町以外で
70.3％，2000年の噴火の経験はそれぞれ，17.8％，
16.1％となっている。このようにアンケートに回答
いただいた住民の多くは有珠山の噴火を経験された
方々である。
3-2 噴火による被害
1977年と2000年のそれぞれで受けた被害の種類
についての回答は次のとおりである。その他のなか
では火山灰（降灰）がもっとも多かった。次いで噴
石，車（噴石や降灰によるものとおもわれる），泥流
（泥流路建設による立ち退きという回答もあった）と
なっていた。一方，2000年の噴火による被害で「そ
の他」という回答には具体的な記述が主であった。
そのなかには避難生活が続いていたことや仕事への
影響をはじめとして精神的なストレスとの回答が５
件あった。
3-3 噴火による生活への影響
2000年の噴火による生活への影響については，温
泉町で90.0％，温泉町以外でも79.5％が「はい」と
回答している。
3-4 噴火による危険に対する認知
危険に対する認知のレベルについては，「噴火前」，
３月31日の「噴火当日」，「避難時」，火山活動に関
する現象を感じなくなった後の「噴火後」の五つの
時点において，それぞれどのような危険を感じたか
選択してもらった。危険度については「大変危険で
図4 噴火による被害
表5 回答者の噴火の経験
噴 火 の 経 験
経験して
いない 1977の噴火 2000の噴火 両方の噴火 合計
地域 温泉町以外 度数 7 7 21 83 118
地域 の ％ 5.9％ 5.9％ 17.8％ 70.3％ 100.0％
洞爺湖温泉町 度数 2 4 5 20 31
地域 の ％ 6.5％ 12.9％ 16.1％ 64.5％ 100.0％
合計 度数 9 11 26 103 149
地域 の ％ 6.0％ 7.4％ 17.4％ 69.1％ 100.0％
図3 アンケート回答者の位置
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あると感じた（生命の危険）」，「危険であると感じた
（家屋などへの危険）」，「どちらかといえば危険」，「さ
ほど危険であるとは感じなかった」，「危険とは感じ
なかった」，「わからない」のなかから選択してもらっ
た。
それぞれの時点における危険の認知は次のとおり
である。
こうした危険に対する認識についても温泉町とそ
れ以外の地区に分けて，その傾向についてχ?によ
る検定を行ったところ次のような結果を得た。噴火
前のふたつの地域における危険性に対する認識の違
いの有意確率は0.11，当日の認識の違いは0.64，避
表6 2000年噴火による生活への影響
生活への影響
NO  YES 合計
地域 温泉町以外 度数 23 89 112
地域 の ％ 20.5％ 79.5％ 100.0％
洞爺湖温泉町 度数 3 27 30
地域 の ％ 10.0％ 90.0％ 100.0％
合計 度数 26 116 142
地域 の ％ 18.3％ 81.7％ 100.0％
表7 危険に対する認知（噴火前)
危険に対する認知（噴火前)
生命の危険 家屋への危 険
どちらかと
いえば危険
さほど危険
は感じない
危険とは
感じない わからない 合計
地域 温泉町以外 度数 12 26 11 17 24 21 111
地域 の ％ 10.8％ 23.4％ 9.9％ 15.3％ 21.6％ 18.9％ 100.0％
洞爺湖温泉町 度数 5 7 3 9 7 0 31
地域 の ％ 16.1％ 22.6％ 9.7％ 29.0％ 22.6％ 100.0％
表8 危険に対する認知（噴火当日)
危険に対する認知（噴火当日）
生命の危険 家屋への危 険
どちらかと
いえば危険
さほど危険
は感じない
危険とは
感じない わからない 合計
地域 温泉町以外 度数 15 43 14 13 14 12 111
地域 の ％ 13.5％ 38.7％ 12.6％ 11.7％ 12.6％ 10.8％ 100.0％
洞爺湖温泉町 度数 5 11 1 5 6 3 31
地域 の ％ 16.1％ 35.5％ 3.2％ 16.1％ 19.4％ 9.7％ 100.0％
表9 危険に対する認知（避難時)
危険に対する認知（避難時）
生命の危険 家屋への危 険
どちらかと
いえば危険
さほど危険
は感じない
危険とは
感じない わからない 合計
地域 温泉町以外 度数 14 31 14 13 14 22 108
地域 の ％ 13.0％ 28.7％ 13.0％ 12.0％ 13.0％ 20.4％ 100.0％
洞爺湖温泉町 度数 6 8 1 8 6 2 31
地域 の ％ 19.4％ 25.8％ 3.2％ 25.8％ 19.4％ 6.5％ 100.0％
表10 危険に対する認知（噴火後)
危険に対する認知（噴火後）
生命の危険 家屋への危 険
どちらかと
いえば危険
さほど危険
は感じない
危険とは
感じない わからない 合計
地域 温泉町以外 度数 5 12 16 22 33 23 111
地域 の ％ 4.5％ 10.8％ 14.4％ 19.8％ 29.7％ 20.7％ 100.0％
洞爺湖温泉町 度数 3 4 2 6 13 3 31
地域 の ％ 9.7％ 12.9％ 6.5％ 19.4％ 41.9％ 9.7％ 100.0％
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難時における認識の違いは0.098，噴火後の認知に
ついては0.393であった。このように噴火の危険性
に対する認識についての地域差はあまりみられな
い。
さらに2000年の噴火による生活への影響があっ
たかどうかという質問とのクロス集計を行ったが差
はみられなかった。
3-5 有珠山の今後の噴火予想について
次の噴火がいつごろになるのかという予想につい
ては，概ね20年程度後であろうとしている。
温泉町とそれ以外についての地域差はみられな
かった。2000年の噴火によって生活への影響の有無
と噴火の予測については次のように，生活への影響
がなかったという回答者に比べて影響があったとい
う回答者は比較的，早い時期に次の噴火があるので
はないかと，予想している。
3-6 ハザードマップに対する認知
有珠山周辺自治体では1995年に「火山防災マッ
プ」（ハザードマップ）を作成し，全戸に配布してき
た。これは北海道大学大学院の宇井教授，岡田教授
らによる自然災害に対する危険性を予め地域住民に
認知させ，非常事態が発生した際に，避難などの措
置を円滑に進めるためにハザードマップが有効であ
るとの指摘に基づくものである。実際には自然災害
が予測される多くの地域の経済が観光に依存し，ハ
表11 現在の危険に対する認知
現在，危険に対する認知
危険に対する認知
地域 統計量 NO  YES 合計
地域 温泉町以外 度数 61 56 117
地域 の ％ 52.1％ 47.9％ 100.0％
洞爺湖温泉町 度数 18 13 31
地域 の ％ 58.1％ 41.9％ 100.0％
合計 度数 79 69 148
地域 の ％ 53.4％ 46.6％ 100.0％
表12 2000年の噴火による生活影響と危険認知
危険に対する認知
NO  YES 合計
生活へ NO 度数 14 12 26
の影響 生活への影響 の ％ 53.8％ 46.2％ 100.0％
YES度数 63 52 115
生活への影響 の ％ 54.8％ 45.2％ 100.0％
合計 度数 77 64 141
生活への影響 の ％ 54.6％ 45.4％ 100.0％
表13 次の噴火の時期予想
次に噴火するのはいつか
10年以内 20年以内 50年以内 噴火しない わからない 合計
地域 温泉町以外 度数 7 65 25 2 19 118
地域 の ％ 5.9％ 55.1％ 21.2％ 1.7％ 16.1％ 100.0％
洞爺湖温泉町 度数 1 18 8 0 4 31
地域 の ％ 3.2％ 58.1％ 25.8％ 12.9％ 100.0％
合計 度数 8 83 33 2 23 149
地域 の ％ 5.4％ 55.7％ 22.1％ 1.3％ 15.4％ 100.0％
図5 噴火による危険性の考え方の推移
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ザードマップによって被害を示すことは観光振興に
対して「冷や水をかける」ものであるといった反発
が住民サイドにもある。また，行政側も，被害発生
の予測を住民に徹底することに抵抗があった。しか
しながら，1991年６月に雲仙・普賢岳において火砕
流による被害が発生したことから，自治体が作成に
向けて一つにまとまることができたといわれてい
る。
2000年の噴火にともなう避難指示などの場面で
はハザードが活用されることとなったが，マグマ活
動域がハザードマップの想定とは異なったために，
噴火の直前や噴火の最中に危険区域が拡大され，そ
れに伴い避難指示区域も拡大された。
今回のアンケートではこうしたハザードマップに
ついて質問した。
1995年に配布されたハザードマップを「知ってい
た」という回答は58.4％で，「知らなかった」という
回答の41.6％を上回っていた。
さらに，今回の噴火や避難の際に実際にハザード
マップを活用した人は25.0％にすぎなかった。
また，「活用した」という回答者にどのように役に
立ったのかを聞いたところ，回答者の78.4％が「被
害を受ける可能性のある地域がわかった」とし，「災
害の種類がわかった」というのは，18.9％であった。
表14 2000年の噴火による生活影響と次の噴火時期予想
次に噴火するのはいつか
10年以内 20年以内 50年以内 噴火しない わからない 合計
生活へ NO 度数 0 11 11 0 4 26
の影響 生活への影響 の ％ 42.3％ 42.3％ 15.4％ 100.0％
YES 度数 7 69 19 2 19 116
生活への影響 の ％ 6.0％ 59.5％ 16.4％ 1.7％ 16.4％ 100.0％
合計 度数 7 80 30 2 23 142
生活への影響 の ％ 4.9％ 56.3％ 21.1％ 1.4％ 16.2％ 100.0％
表15 噴火の際のハザードマップ使用
噴火の際のマップ使用
活用しな
かった 活用した 合計
地域 温泉町以外 度数 84 33 117
地域 の ％ 71.8％ 28.2％ 100.0％
洞爺湖温泉町 度数 27 4 31
地域 の ％ 87.1％ 12.9％ 100.0％
合計 度数 111 37 148
地域 の ％ 75.0％ 25.0％ 100.0％
表16 噴火の前の避難場所の認知
避難場所を知って
いたか
NO  YES 合計
地域 温泉町以外 度数 64 42 106
地域 の ％ 60.4％ 39.6％ 100.0％
洞爺湖温泉町 度数 11 20 31
地域 の ％ 35.5％ 64.5％ 100.0％
表17 噴火の前の避難経路の認知
避難経路を知って
いたか
NO  YES 合計
地域 温泉町以外 度数 71 35 106
地域 の ％ 67.0％ 33.0％ 100.0％
洞爺湖温泉町 度数 15 16 31
地域 の ％ 48.4％ 51.6％ 100.0％
67有珠山噴火（2000年）に対する虻田町住民の意識
一方，活用しなかったという回答者は，「どこにし
まったか忘れた」という回答が32.4％で最も多かっ
た。また，ハザードマップでは「避難経路や避難場
所を知ることができなかった」という回答が15.3％
あった。
避難場所について温泉町の住民の64.5％が「知っ
ている」と回答し，温泉町以外では39.6％にとど
まっている。
避難経路については避難場所に比べて知らないと
いう回答が多かった。地域的には温泉町の方が「知っ
ている」との回答が多かった。
避難命令がどのような方法で伝わったかという質
問については次のように警察，消防，行政などによ
る巡回車によるものが最も多かった。
3-7 避難情報の伝達について
避難命令がどのように伝達されたについては次の
通りである。
また，避難命令が出された際の対応については次
のように，命令が出される前に避難していたという
のは全体的には少なかったが，地域的にみると温泉
町の住民は早めに避難していたことがわかった。と
ころが，避難命令が出された後も速やかに応じな
かった住民は温泉町に多く，観光地であることが避
難行動を制約している。
3-8 今後の居住
これからも住み続けるかという質問については，
９割近くの回答者が住み続けたいと回答している。
回答に対してそれぞれ自由に理由を記入していただ
いた。住み続けたくないという回答のなかで噴火を
理由としているのは２件だけであった。一方，住み
続けるとした回答のなかには「有珠山から離れてい
るから安全」，「危険地帯ではない」，「今まで大きな
被害がない」，「危険度が少ない」，「噴火予知を信じ
る」など噴火に対して安心だからと記述していただ
いたのが，住み続けたいという自由記入87件のうち
19件と23％程度で，家があるという回答も同様の数
であった。その他は仕事や長年住みなれて生活基盤
があること，気候の良さなどを理由に掲げている。
表18 避難情報の伝達方法
避難命令の伝達
有線放送 テレビ ラジオ 巡回車 近所の方 その他 合計
地域 温泉町以外 度数 2 13 2 68 7 11 103
地域 の ％ 1.9％ 12.6％ 1.9％ 66.0％ 6.8％ 10.7％ 100.0％
洞爺湖温泉町 度数 0 1 1 24 1 4 31
地域 の ％ 3.2％ 3.2％ 77.4％ 3.2％ 12.9％ 100.0％
表19 避難命令が出された際の対応
避難命令の際の対応
すでに避難
していた
速やかに
避 難
何度か説得
された
強制的に
避 難 その他 合計
地域 温泉町以外 度数 14 69 4 6 0 93
地域 の ％ 15.1％ 74.2％ 4.3％ 6.5％ 100.0％
洞爺湖温泉町 度数 11 13 4 2 1 31
地域 の ％ 35.5％ 41.9％ 12.9％ 6.5％ 3.2％ 100.0％
表20 今後も住み続けるか
これからも住み続
けるか
NO  YES 合計
地域 温泉町以外 度数 10 107 117
地域 の ％ 8.5％ 91.5％ 100.0％
洞爺湖温泉町 度数 5 26 31
地域 の ％ 16.1％ 83.9％ 100.0％
合計 度数 15 133 148
地域 の ％ 10.1％ 89.9％ 100.0％
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3-9 現在のハザードマップに対する認知
2002年２月に作成された「有珠山火山防災マップ
（2000年ハザードマップ）」と，2003年３月に作成さ
れた「有珠山地域防災ガイドブック（地域防災ガイ
ドブック）」について，温泉町と温泉町以外について，
それぞれ知っているかどうかを質問した。
ハザードマップについては「知っている」という
回答が圧倒的に多かったが，ガイドブックについて
は「知らない」という回答が半数を超えていた。
4．今後の課題
ハザードマップは住民に地域における災害の可能
性を周知し，被害を受ける可能性のある地域や避難
経路を地図上でわかりやすく示すことができること
から自治体などで整備されるようになってきてい
る。しかしながら，2000年の有珠山の噴火に際して
どのようにハザードマップが使われたのかを検証し
ていくと，盛り込むべき内容はもちろんのこと，マッ
プの保管方法などにも工夫が必要であることが明ら
かになった。2000年に新たに作成された有珠山のハ
ザードマップではＡ３版の大きさで，冷蔵庫などに
も貼り付けられる大きさとし，上面を画鋲・テープ
などで止めて，めくり上げて裏面が読みやすいよう
な工夫がされている。今回，実施したアンケート調
査では虻田町ではほとんどの住民が1977年と2000
年の噴火を経験していること，地域的あるいは1977
年など過去の噴火経験によって地域住民の災害に対
する意識や認知が異なることが明らかになった。こ
のことは今後のハザードマップの作成をはじめとす
る地域住民への防災計画の周知にあたっては，地域
特性を十分に配慮することが重要であることが示さ
れたものといえる。
今後は今回のアンケート調査を踏まえ，住民が活
用できるハザードマップの検討をすすめていくこと
が課題である。
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Summary
 
Mount Usu in Hokkaido erupted on March 31,
2000.Human damage was not occurred.The local
 
government carried out prompt correspondence
 
to danger to the residents. And the volcanic
 
activity was able to be foreknown exactly.
However, the volcanic eruption has claimed
 
many lives in general. Thus,we need to under-
stand of residents understanding for dangerous
 
situation and experience of the eruption and what
 
kind of action to have taken. When state of
 
emergency occurs and disagreement arises in
 
residents’consciousness and correspondence of
 
administration,there is a possibility of becoming
 
a serious problem. The past experience and
 
knowledge are consciousness to danger greatly
 
related. Therefore,it is required to draw up the
 
local disaster prevention planning in considera-
tion of a cognitive difference. The aim of this
 
study is for summarizing the result of the questi-
onnaire survey carried out for the residents of
 
Abuta-cho. The purpose of the survey is grasp-
ing to an experience of as opposed to residents for
 
the eruption of Mount Usu in 2000. It is impor-
tant fully considering the local characteristic
 
from now for preparation of a hazard map, or
 
common knowledge of the disaster prevention
 
planning to a local resident. It is a subject to
 
recommend examination of the hazard map
 
which residents can utilize the map on based on
 
this study.
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